
 

北村さん：自己紹介 公務員→診療所づくり運動→退職して事務局長に→過労 

             東京土建書記に転職  現在：個人加盟ユニオン・年金者組合 組合員 

 

老後いくら必要？ 

 

 



年金のみの人 6 割位ぐらいいたが 今は 43%強。 

 

 

地方都市だと医療・年金給付だけで、4 割の経済を支えている。 

 

現状：積立金は増えている（54 兆円増加） 受給者も増えている 3600 万人強。 

支給総額は、R3→R4 では減っている。マクロ経済スライドがあっても個々人は少し増えた。 

H15 年前は料率高く 30 万円位もらう人が少なくなかったが、高齢化でその部分が減った。今は 1.4 万人 

年金：以前は 25 年加入必要だった。25 年以上＝15 万円ぐらい、それ以下は 6.5 万円ぐらい。 

女性は依然低年金 

 

掛けなかったからもらえないのは当たり前？ 自己責任？ 

そうでなく、社会の問題では：家事労働の女性負担 



いくらもらえる？ 

 

フルタイム 40 年では月々20 万円程度。 

90 年からは完全物価スライド制 この年 16％アップ 

今は 不完全物価スライド。実質目減り。物価 2％アップ→年金は 1.5％アップなど。これは 5 年ごと見直し 

しかし 2025 年見直しでは従来通り。 年金：実額は減らないが、目減りする調整。 

物価 2％アップ、賃金 1％アップ＝賃金にあわせて 1％アップ＋さらにマクロ調整で減額 

2019-2024 物価 6.3%アップ→年金 4.4％アップ に調整する構造 

 

繰り下げ 

60 歳からもらうと 24％引き 支給総額で考えると 5 年間先にもらうと 78 歳 8 か月が分岐点。 

特に男は先にもらってもほとんど損はない。ただし 

 
また、上がっていく介護保険料などの問題も加味必要 

繰り上げ 

75 歳から年金受給も可能に。分岐点は 86 歳 11 か月 

 

在職老齢年金 

 

2026 年度から 62 万円になる。ただし厚生年金加入者。一人親方は制限なし。 

障害年金 働けなくなるぐらいならほぼカバーされる。労災とも連動｡ 

 



今後の展望：適用拡大 

① 適用拡大：週 20 時間で 1 年以上労働で厚生年金に。月額 88000 以上 

② 27 年から、被保険者 50 人→30 人  

東京では、最低賃金でも８８０００円超える 

2029 年度から 5 人以上規模なら全業種適応（ただし 2024 年以前からある会社は適用除外可） 

 

遺族年金 

 

遺族厚生年金 

亡くなった人の年金額の３/４ 

★男女格差をなくすべき？ いままで 30 歳以下だと 3/4 5 年有期支給 

  これから すべて 5 年有期 だが 満額。男も。2028 年に 40 歳以下の人 今 36 歳 

 

 

北村さん 投資を進めない「ファイナンシャルプランナー」 最後に、社会保障の充実へ取り組もうと訴えられ

ました。 



 

その後、出席者の約半数との質疑が活発に行われました。 

 

 

 
 


